
■実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜令和８年６月時点＞
	交付限度額
	6億0121万円　　　 

	うち令和７年度　交付決定額
	3億4297万円（57%）

	うち令和８年度　交付決定額
	2億5824万円（43%）

	残額
	0円（0%）


■主な事業概要　※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）
	生活者支援

	◆商品券（スマイルチケット）発行事業　　事業費：3億5,016万円　　※食料品特別加算を活用
　地域で使える商品券（スマイルチケット）を市民及び本市の市立大学に通う学生に1人あたり5千円分配布することで、市内の生活者に対する食料品をはじめとした物価高騰への支援を行うとともに、地域における消費を喚起する。
◆子ども医療費助成事業　　事業費：1億3,100万円　
　物価高の影響を受ける子育て世帯の経済的負担を軽減するため、小学校1年生から中学校3年生までの児童の保険適用医療費の自己負担分を助成する。
◆入学祝金給付事業　　事業費：4,430万円
　小・中学校入学を迎える児童・生徒の保護者に対し5万円の給付金を支給することにより、物価高騰に直面する子育て世帯の小・中学校入学準備に係る経済的な負担の軽減を図る。
◆学校給食実施事業（物価高騰分・小学校分）　　事業費：2,660万円　　※食料品特別加算を活用
　小学校給食において、食材の価格高騰により不足する学校給食の賄材料費を増額する事業であり、給食費負担軽減交付金による支援額を超える部分について重点支援地方交付金を活用することで、物価高騰の影響を受ける保護者に負担がかかることを防ぐとともに給食の適切な実施を維持する。
◆学校給食実施事業（物価高騰分・中学校分）　　事業費：3,124万円　　※食料品特別加算を活用
　中学校給食において、食材の価格高騰により不足する学校給食の賄材料費を増額することで、物価高騰の影響を受ける保護者に負担がかかることを防ぐとともに給食の適切な実施を維持する。



※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
令和７年度補正予算　重点支援地方交付金の活用状況について


山口県山陽小野田市








